
浜 松 市 教 育 委 員 会 会 議 次 第 

令和４年９月２２日（木） 

１４時００分 

教 育 委 員 会 室 

１ 開 会 

２ 前回会議録の報告及び承認 

３ 会議録署名人の決定（黒栁委員、神谷委員） 

４ 会期の決定 

５ 議 事 

（１）議 案 

【議決案件】 

第３５号議案 浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教職員の人事評価に関する規則等

の一部改正について                   （教職員課）

第３６号議案 浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正について

                            （教職員課）

第３７号議案 浜松市立高等学校学則の一部改正について       （市立高等学校）

第３８号議案 浜松市埋蔵文化財保護事務に関する規則の一部改正について （文化財課）

第３９号議案 ※非公開

第４０号議案 ※非公開

（２）報 告 

ア 令和５年度放課後児童会運営委託事業者の特定について      （教育総務課）

イ 令和４年度全国学力・学習状況調査「浜松市の結果（概要）」について （指導課）

ウ 令和４年度全国・東海中学校総合体育大会結果について         （指導課）

エ 令和４年度浜松市立高等学校の部活動の状況について      （市立高等学校）

オ 美術館の事業について                       （美術館）

６ 閉 会 





第 ３ ５ 号 議 案 

令和４年９月２２日提出 

浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教職員の人事評価に関する規則等の

一部改正について 

浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教職員の人事評価に関する規則等の一部を改正す

る規則を次のように定める。 

教育長  宮  﨑  正 

浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教職員の人事評価に関する規則等の一部を 

改正する規則（案） 

（浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教職員の人事評価に関する規則の一部改正） 

第１条 浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教職員の人事評価に関する規則（平成  

２１年浜松市教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（人事評価の対象となる教職員の範囲） （人事評価の対象となる教職員の範囲） 

第２条 人事評価は、次に掲げる者を除くすべ

ての教職員（以下「評価対象者」という。）

について実施する。 

第２条 人事評価は、次に掲げる者を除くすべ

ての教職員（以下「評価対象者」という。）

について実施する。 

(1) 非常勤職員（地方公務員法第２８条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員を除く。） 

(1) 非常勤職員（地方公務員法第２２条の

４第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員を除く。） 

 (2) （略） (2) （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市教育職員の給与に関する規則の一部改正） 

第２条 浜松市教育職員の給与に関する規則（平成２９年浜松市教育委員会規則第１３号）

の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（育児短時間勤務職員等の給料月額等の端

数計算） 

（育児短時間勤務職員等の給料月額等の端

数計算） 
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第２１条 地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号。以下「育

児休業法」という。）第１０条第１項に規

定する育児短時間勤務をしている職員（育

児休業法第１７条の規定による短時間勤務

をしている職員を含む。以下「育児短時間

勤務職員等」という。）について、浜松市

職員の育児休業等に関する条例（平成４年

浜松市条例第５６号。以下「育児休業条例」

という。）第７条の７第２項（育児休業条

例第７条の１１において準用する場合を含

む。）の規定により読み替えられた給与条

例第５条、第６条第１項又は第７条第２項

若しくは第３項の規定による給料月額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額をもって当該職員の給料月額と

する。 

第２１条 地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号。以下「育

児休業法」という。）第１０条第１項に規

定する育児短時間勤務をしている職員（育

児休業法第１７条の規定による短時間勤務

をしている職員を含む。以下「育児短時間

勤務職員等」という。）について、浜松市

職員の育児休業等に関する条例（平成４年

浜松市条例第５６号。以下「育児休業条例」

という。）第７条の７第２項（育児休業条

例第７条の１１において準用する場合を含

む。）の規定により読み替えられた給与条

例第５条又は第７条第２項若しくは第３項

の規定による給料月額に１円未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てた額をも

って当該職員の給料月額とする。 

２ 法第２８条の４第１項、第２８条の５第

１項又は第２８条の６第１項若しくは第２

項の規定により採用された職員（以下「再

任用職員」という。）で法第２８条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占めるも

の（以下「再任用短時間勤務職員」という。）

について、給与条例第６条第２項の規定に

よる給料月額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額をもって当該

職員の給料月額とする。 

２ 法第２２条の４第１項の規定により採用

された職員（以下「定年前再任用短時間勤

務職員」という。）について、給与条例第

６条の規定による給料月額に１円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた額

をもって当該職員の給料月額とする。 

３ （略） ３ （略） 

（給料の調整額） （給料の調整額） 

第２３条 給与条例第１１条の規定により給

料の調整を行う職員の範囲は別表第７に定

めるとおりとし、その調整の額は当該職員

の職務の級に応じて別表第８に定める調整

第２３条 給与条例第１１条の規定により給

料の調整を行う職員の範囲は別表第７に定

めるとおりとし、その調整の額は当該職員

の職務の級に応じて別表第８に定める調整
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基本額（その額が給料月額の１００分の

４．５を超えるときは、給料月額の１００

分の４．５に相当する額とし、その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額とする。）に当該職員に係る別

表第７の調整数欄に掲げる調整数を乗じて

得た額（育児短時間勤務職員等、再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に

あっては、その額に浜松市職員の勤務時間

その他の勤務条件に関する条例（昭和３１

年浜松市条例第２１号。以下「勤務条件条

例」という。）第２条第２項から第４項ま

での規定により定められた当該育児短時間

勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員の勤務時間をそれぞれ

同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数（第６３条第３項及び第６７条におい

て「算出率」という。）を乗じて得た額と

し、その額に１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額とする。）とする。

ただし、当該額が給与条例第１１条第２項

に規定する給料月額の１００分の２５を超

える場合は、当該職員の給料月額に１００

分の２５を乗じて得た額（育児短時間勤務

職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員にあっては、その額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた額）とする。 

基本額（その額が給料月額の１００分の

４．５を超えるときは、給料月額の１００

分の４．５に相当する額とし、その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額とする。）に当該職員に係る別

表第７の調整数欄に掲げる調整数を乗じて

得た額（育児短時間勤務職員等、定年前再

任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員にあっては、その額に浜松市職員の勤

務時間その他の勤務条件に関する条例（昭

和３１年浜松市条例第２１号。以下「勤務

条件条例」という。）第２条第２項から第

４項までの規定により定められた当該育児

短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員の勤務時

間をそれぞれ同条第１項に規定する勤務時

間で除して得た数（第６３条第３項及び第

６７条において「算出率」という。）を乗

じて得た額とし、その額に１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた額と

する。）とする。ただし、当該額が給与条

例第１１条第２項に規定する給料月額の

１００分の２５を超える場合は、当該職員

の給料月額に１００分の２５を乗じて得た

額（育児短時間勤務職員等、定年前再任用

短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員

にあっては、その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）とす

る。 

第４６条 給与条例第１８条第１項第２号の

教育委員会規則で定める職員は、第５２条に

該当する職員（再任用職員を除く。）で、第

５２条第２号に規定する満１８歳に達する

第４６条 給与条例第１８条第１項第２号の

教育委員会規則で定める職員は、第５２条に

該当する職員（定年前再任用短時間勤務職員

を除く。）で、第５２条第２号に規定する満
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日以後の最初の３月３１日までの間にある

子が居住するための住宅として、同号に規定

する異動又は勤務所の移転（派遣から職務に

復帰した職員にあっては、当該復帰）の直前

の住居であった住宅（前条に規定する職員宿

舎及び住宅を除く。）又はこれに準じるもの

として教育委員会の定める住宅を借り受け、

月額１万２，０００円を超える家賃を支払っ

ているものとする。 

１８歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある子が居住するための住宅と

して、同号に規定する異動又は勤務所の移転

（派遣から職務に復帰した職員にあっては、

当該復帰）の直前の住居であった住宅（前条

に規定する職員宿舎及び住宅を除く。）又は

これに準じるものとして教育委員会の定め

る住宅を借り受け、月額１万２，０００円を

超える家賃を支払っているものとする。 

第５２条 給与条例第１９条第３項の同条第

１項の規定による単身赴任手当を支給され

る職員との権衡上必要があると認められる

ものとして教育委員会規則で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

第５２条 給与条例第１９条第３項の同条第

１項の規定による単身赴任手当を支給され

る職員との権衡上必要があると認められる

ものとして教育委員会規則で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

(1) 次に掲げる事由の発生（以下「事由発

生」という。）に伴い、住居を移転し、第

５０条第１項に規定するやむを得ない事

情により、同居していた配偶者と別居する

こととなった職員で、当該事由発生の直前

の住居から当該事由発生の直後の勤務所

に通勤することが同条第２項に規定する

基準に照らして困難であると認められる

もののうち、単身で生活することを常況と

する職員 

(1) 次に掲げる事由の発生（以下「事由発

生」という。）に伴い、住居を移転し、第

５０条第１項に規定するやむを得ない事

情により、同居していた配偶者と別居する

こととなった職員で、当該事由発生の直前

の住居から当該事由発生の直後の勤務所

に通勤することが同条第２項に規定する

基準に照らして困難であると認められる

もののうち、単身で生活することを常況と

する職員 

ア 法第２８条の４第１項、第２８条の５

第１項又は第２８条の６第１項若しく

は第２項の規定による採用（法第２８条

の２第１項の規定により退職した日（法

第２８条の３の規定により勤務した後

退職した日及び当該採用に係る任期が

満了した日を含む。）の翌日におけるも

のに限る。）をされたこと。 

ア 法第２２条の４第１項の規定による

採用（法の規定により退職した日の翌日

におけるものに限る。）をされたこと。

イ （略） イ （略） 
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(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

（時間外勤務手当等の割合） （時間外勤務手当等の割合） 

第５８条 （略） 第５８条 （略） 

２ 給与条例第２４条第６項の教育委員会規

則で定める時間は、育児短時間勤務職員等、

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤

務職員が勤務条件条例第９条第１項の規定

により、あらかじめ勤務条件条例第３条第２

項及び第４条の規定により割り振られた１

週間の正規の勤務時間（以下「割振り変更前

の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務

した時間のうち、その勤務した時間と割振り

変更前の正規の勤務時間との合計が３８時

間４５分に達するまでの時間（次項第１号に

掲げる時間を除く。）とする。 

２ 給与条例第２４条第６項の教育委員会規

則で定める時間は、育児短時間勤務職員等、

定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短

時間勤務職員が勤務条件条例第９条第１項

の規定により、あらかじめ勤務条件条例第３

条第２項及び第４条の規定により割り振ら

れた１週間の正規の勤務時間（以下「割振り

変更前の正規の勤務時間」という。）を超え

て勤務した時間のうち、その勤務した時間と

割振り変更前の正規の勤務時間との合計が

３８時間４５分に達するまでの時間（次項第

１号に掲げる時間を除く。）とする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

（勤務１時間当たりの給与額の算出基礎） （勤務１時間当たりの給与額の算出基礎） 

第６０条 給与条例第２８条に規定する教育

委員会規則で定める時間は、次の各号に掲

げる場合に応じ、当該各号に定める時間と

する。 

第６０条 給与条例第２８条に規定する教育

委員会規則で定める時間は、次の各号に掲

げる場合に応じ、当該各号に定める時間と

する。 

(1) 給与条例第２３条第１項の規定により

給与から減額する勤務１時間当たりの給

与額を算出する場合 ７時間４５分に

１５を乗じて得た時間（育児短時間勤務

職員等、再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあっては、その者の

１週間の勤務時間の時間数等を考慮し

て、教育委員会が別に定める時間） 

(1) 給与条例第２３条第１項の規定により

給与から減額する勤務１時間当たりの給

与額を算出する場合 ７時間４５分に

１５を乗じて得た時間（育児短時間勤務

職員等、定年前再任用短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員にあっては、そ

の者の１週間の勤務時間の時間数等を考

慮して、教育委員会が別に定める時間） 

 (2) 給与条例第２４条から第２６条までの

規定により時間外勤務手当、休日勤務手当

及び夜間勤務手当の算出の基礎となる勤

務１時間当たりの給与額を算出する場合

 (2) 給与条例第２４条から第２６条までの

規定により時間外勤務手当、休日勤務手当

及び夜間勤務手当の算出の基礎となる勤

務１時間当たりの給与額を算出する場合
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 ７時間４５分に１９を乗じて得た時間

（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員にあっ

ては、その者の１週間の勤務時間の時間数

等を考慮して、教育委員会が別に定める時

間） 

 ７時間４５分に１９を乗じて得た時間

（育児短時間勤務職員等、定年前再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員

にあっては、その者の１週間の勤務時間の

時間数等を考慮して、教育委員会が別に定

める時間） 

（管理職手当） （管理職手当） 

第６３条 （略） 第６３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の職にある職員に支給する管理職

手当の月額は、当該職に係る前項の規定によ

る区分に応じ、別表第１１の支給額欄に定め

る額（育児短時間勤務職員等、再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっ

ては、その額に算出率を乗じて得た額とし、

その額に１円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てた額）とする。 

３ 第１項の職にある職員に支給する管理職

手当の月額は、当該職に係る前項の規定によ

る区分に応じ、別表第１１の支給額欄に定め

る額（育児短時間勤務職員等、定年前再任用

短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員

にあっては、その額に算出率を乗じて得た額

とし、その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額）とする。 

第６４条 前条の手当を受ける者が、次の各

号のいずれかに該当する場合には、当該各

号に定める割合によりこれを減額する。た

だし、給与条例第１２条第１項の休職又は

勤務条件条例第１３条の公務傷病等休暇の

場合は、この限りでない。 

第６４条 前条の手当を受ける者が、次の各

号のいずれかに該当する場合には、当該各

号に定める割合によりこれを減額する。た

だし、給与条例第１２条第１項の休職又は

勤務条件条例第１３条の公務傷病等休暇の

場合は、この限りでない。 

(1) １月のうち勤務に服した日数が５日以

上１２日未満の場合（育児短時間勤務職員

等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員にあっては、その者の１週間の

勤務時間の時間数等を考慮して、教育委員

会が別に定める場合） ３割 

(1) １月のうち勤務に服した日数が５日以

上１２日未満の場合（育児短時間勤務職員

等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあっては、その者の１

週間の勤務時間の時間数等を考慮して、教

育委員会が別に定める場合） ３割 

(2) １月のうち勤務に服した日数が５日未

満の場合（育児短時間勤務職員等、再任用

短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職

員にあっては、その者の１週間の勤務時間

(2) １月のうち勤務に服した日数が５日未

満の場合（育児短時間勤務職員等、定年前

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員にあっては、その者の１週間の勤
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の時間数等を考慮して、教育委員会が別に

定める場合） ７割 

務時間の時間数等を考慮して、教育委員会

が別に定める場合） ７割 

(3) （略） (3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（義務教育等教員特別手当） （義務教育等教員特別手当） 

第６７条 義務教育等教員特別手当の月額は、

その者に適用される給料表、職務の級及び号

給（再任用職員にあっては、その者に適用さ

れる給料表及び職務の級）に対応する別表第

１２に掲げる額（育児短時間勤務職員等、再

任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員にあっては、その額に算出率を乗じて得

た額とし、その額に１円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額とする。）と

する。 

第６７条 義務教育等教員特別手当の月額は、

その者に適用される給料表、職務の級及び号

給（定年前再任用短時間勤務職員にあって

は、その者に適用される給料表及び職務の

級）に対応する別表第１２に掲げる額（育児

短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、

その額に算出率を乗じて得た額とし、その額

に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額とする。）とする。 

附 則 附 則 

 （施行期日）  （施行期日） 

１ （略） １ （略） 

（旧県費負担職員に係る経過措置） 

２ 整備法施行日（給与条例附則第２項に規定

する整備法施行日をいう。以下同じ。）前に

職員の給与に関する規則（昭和３２年静岡県

人事委員会規則第７―２５号）第２１条の２

に規定する休職期間、専従許可の有効期間、

派遣期間、大学院修学休業の期間又は休暇の

期間がある旧県費負担職員（同項に規定する

旧県費負担職員をいう。以下同じ。）（整備

法施行日以後に整備法（同項に規定する整備

法をいう。）附則第３条第２項の規定により

なお従前の例によることとされた休職の期

間、浜松市職員の分限に関する条例（昭和

２６年浜松市条例第７１号）附則第８項の規
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定による休職の期間、整備法施行日前に決定

された派遣の期間、整備法施行日前に許可さ

れた大学院修学休業の期間、勤務条件条例附

則第４項の規定により勤務条件条例第１６

条の規定によりされたものとみなされた承

認に係る介護休暇の期間、勤務条件条例附則

第６項の規定により勤務条件条例第１３条

の規定によりされたものとみなされた承認

に係る公務傷病等休暇の期間又は勤務条件

条例附則第７項の規定により勤務条件条例

第１４条の規定によりされたものとみなさ

れた承認に係る私傷病休暇の期間がある旧

県費負担職員を含む。）が復職し、若しくは

職務に復帰し、又は再び勤務するに至った場

合におけるこれらの期間に係る号給の調整

については、第１１条の規定にかかわらず、

同規則第２１条の２及び第２１条の３の規

定の例による。この場合において、同規則第

２１条の２中「人事委員会」とあるのは「教

育委員会」と、同規則第２１条の３中「とき

は、あらかじめ人事委員会の承認を得て」と

あるのは「ときは」とする。 

３ 給与条例附則第８項の規定の適用を受け

る旧県費負担職員に対する第５５条第５項

の規定の適用については、同項中「給与条

例第１５条」とあるのは、「給与条例附則

第８項の規定により読み替えて適用する給

与条例第１５条」とする。 

４ 旧県費負担職員に係る整備法施行日前に

おける静岡県へき地手当支給規則（昭和４５

年静岡県教育委員会規則第１０号）第５条第

１項に規定する異動等並びに同規則第６条

第１項に規定する指定日及び異動は、整備法
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施行日以後におけるへき地手当に準じる手

当の支給については、それぞれ第５６条第１

項に規定する異動等並びに同条第３項に規

定する指定日及び異動とみなす。この場合に

おいて、整備法施行日前に同規則別表第１に

定められていたへき地学校及び同規則別表

第２に定められていたへき地学校に準ずる

学校は、それぞれ別表第９に定められたへき

地学校及び第５５条第２項に定められたへ

き地学校に準じる学校とみなす。 

５ 旧県費負担職員でその者の受ける管理職

手当の月額（第６４条第１項の規定の適用

を受ける場合にあっては、同項の規定の適

用がないものとした場合に受けることとな

る管理職手当の月額）が、整備法施行日の

前日において受けていた管理職手当の月額

（管理職手当に関する規則（昭和３３年静

岡県人事委員会規則第７―３６号）第４条

の規定の適用を受けていた場合にあって

は、同条の規定の適用がないものとした場

合に同日に受けることとなる管理職手当の

月額）に達しないこととなるもの（同日か

ら引き続き同一の小学校又は中学校に勤務

する職員に限る。）には、平成３０年３月

３１日までの間、教育委員会の定めるとこ

ろにより、管理職手当の月額のほか、その

差額に相当する額を管理職手当として支給

する。この場合における第６４条第１項の

規定の適用については、同項中「前条」と

あるのは、「前条及び附則第５項」とする。

（時間外勤務手当等の割合の特例） （時間外勤務手当等の割合の特例） 

６ （略） ２ （略） 

（通勤手当の月額の特例） （通勤手当の月額の特例） 
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７ 給与条例附則第１７項に規定する教育委

員会規則で定める職員は、次に掲げる職員と

する。 

３ 給与条例附則第８項に規定する教育委員

会規則で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

８ 給与条例附則第１７項の規定に基づき、前

項第１号、第２号及び第４号に掲げる職員に

対する通勤手当の月額については給与条例

第１７条の規定により定められた額に

１，０００円を加算し、同項第３号に掲げる

職員に対する通勤手当の月額については同

条の規定により定められた額から１，０００

円を減額する。 

４ 給与条例附則第８項の規定に基づき、前項

第１号、第２号及び第４号に掲げる職員に対

する通勤手当の月額については給与条例第

１７条の規定により定められた額に

１，０００円を加算し、同項第３号に掲げる

職員に対する通勤手当の月額については同

条の規定により定められた額から１，０００

円を減額する。

（復職時等における号給の調整の特例） （復職時等における号給の調整の特例） 

９ （略） ５ （略） 

 （定年の引上げに伴う経過措置） 

６ 当分の間、職員が６０歳に達した日後にお

ける最初の４月１日（以下「特定日」という。）

以後における別表第１１の規定の適用につ

いては、同表に定める支給額は、当該支給額

に１００分の７０を乗じて得た額（その額に

１円未満の端数を生じたときは、これを切り

捨てた額）とする。 

７ 当分の間、特定日以後における第６６条の

規定の適用については、同条に定める管理職

員特別勤務手当の額は、当該管理職員特別勤

務手当の額に１００分の７０を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てた額）とする。 

８ 当分の間、特定日以後における別表第１２

の規定の適用については、同表に掲げる義務

教育等教員特別手当の額は、当該義務教育等

教員特別手当の額に１００分の７０を乗じ

て得た額（その額に１円未満の端数を生じた
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ときは、これを切り捨てた額）とする。 

９ 前３項の規定は、次に掲げる職員には適用

しない。 

(1) 臨時的任用職員その他の法律により任

期を定めて任用される職員及び定年前再

任用短時間勤務職員 

(2) 浜松市職員の定年等に関する条例（昭

和５８年浜松市条例第１０号。以下「定

年条例」という。）第４条第１項又は第

２項の規定により勤務している職員（定

年条例第２条に規定する定年退職日にお

いて前項の規定が適用されていた職員を

除く。） 

(3) 定年条例第９条第１項又は第２項の規

定により同条第１項に規定する異動期間

（同項又は同条第２項の規定により延長

された期間を含む。）を延長された定年

条例第６条に規定する職を占める職員 

１０ 給与条例附則第１４項の教育委員会規

則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

 (1) 特定日以後に一の職から給料表の適用

を異にすることなく別に定める初任給基

準表に異なる初任給の定めがある他の職

種に属する職への異動をした職員 

 (2) 特定日以後に育児休業法第１０条第１

項に規定する育児短時間勤務（育児休業法

第１７条の規定による短時間勤務を含

む。）をした職員 

(3) 前２号に準じる職員として教育委員会

が定める職員 

１１ 給与条例附則第１６項の教育委員会規

則で定めるところにより支給する給料の額
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は、教育委員会が定める。 

 １２ 教育委員会は、附則第６項から第１０

項までの規定による場合には他の職員との

均衡を著しく失すると認められるときその

他の特別の事情があると認めるときは、別

段の取扱いをすることができる。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

別表第１２中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

 （浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正） 

第３条 浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２９年浜松市教育委

員会規則第１６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当の支給をしない職員） （期末手当の支給をしない職員） 

第４条 給与条例第３３条第１項後段の規定

により教育委員会規則で定める職員は、次に

掲げる職員とし、これらの職員には、期末手

当を支給しない。 

第４条 給与条例第３３条第１項後段の規定

により教育委員会規則で定める職員は、次に

掲げる職員とし、これらの職員には、期末手

当を支給しない。 

(1) （略）  (1) （略） 

 (2) その退職の後基準日までの間において、

次のいずれかに該当する者（非常勤である

者にあっては、地方公務員法第２２条の２

第１項に規定する会計年度任用職員（以下

「会計年度任用職員」という。）、同法第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項又

は第２８条の６第１項若しくは第２項の

規定により採用された職員（以下「再任用

職員」という。）で同法第２８条の５第１

項に規定する短時間勤務の職を占めるも

の（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。）、育児休業法第１８条第１項の規定

により採用された同項に規定する短時間

勤務職員（以下「任期付短時間勤務職員」

という。）その他教育委員会の定める者に

 (2) その退職の後基準日までの間において、

次のいずれかに該当する者（非常勤である

者にあっては、地方公務員法第２２条の２

第１項に規定する会計年度任用職員（以下

「会計年度任用職員」という。）、同法第

２２条の４第１項の規定により採用され

た職員（以下「定年前再任用短時間勤務職

員」という。）、育児休業法第１８条第１

項の規定により採用された同項に規定す

る短時間勤務職員（以下「任期付短時間勤

務職員」という。）その他教育委員会の定

める者に限る。）となったもの 
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限る。）となったもの 

  ア～カ （略）   ア～カ （略） 

 (3) その退職に引き続き次に掲げる者（非常

勤である者にあっては、会計年度任用職

員、再任用短時間勤務職員、任期付短時間

勤務職員その他教育委員会の定める者に

限る。）となったもの 

 (3) その退職に引き続き次に掲げる者（非常

勤である者にあっては、会計年度任用職

員、定年前再任用短時間勤務職員、任期付

短時間勤務職員その他教育委員会の定め

る者に限る。）となったもの 

  ア～エ （略）   ア～エ （略） 

第９条 基準日以前６箇月以内の期間におい

て、次に掲げる者（非常勤である者にあって

は、会計年度任用職員、再任用短時間勤務職

員、任期付短時間勤務職員その他教育委員会

の定める者に限る。）が給与条例の適用を受

ける職員となった場合は、その期間内におい

てそれらの者として在職した期間は前条第

１項の在職期間に算入する。ただし、次に掲

げる者としての期末手当及び勤勉手当（これ

らに相当する給与を含む。）の支給を受けた

者については、その支給に係る期間は、算入

しない。 

第９条 基準日以前６箇月以内の期間におい

て、次に掲げる者（非常勤である者にあって

は、会計年度任用職員、定年前再任用短時間

勤務職員、任期付短時間勤務職員その他教育

委員会の定める者に限る。）が給与条例の適

用を受ける職員となった場合は、その期間内

においてそれらの者として在職した期間は

前条第１項の在職期間に算入する。ただし、

次に掲げる者としての期末手当及び勤勉手

当（これらに相当する給与を含む。）の支給

を受けた者については、その支給に係る期間

は、算入しない。 

 (1)～(9) （略）  (1)～(9) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（勤勉手当の成績率）  （勤勉手当の成績率） 

第２０条 再任用職員以外の職員の成績率は、

当該職員の職務について監督する地位にあ

る者による勤務成績の証明に基づき、当該職

員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、

当該各号に定める割合の範囲内において、教

育委員会が定めるものとする。ただし、教育

委員会は、その所属の給与条例第３６条第１

項の職員が著しく少数であること等の事情

により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合

第２０条 定年前再任用短時間勤務職員以外

の職員の成績率は、当該職員の職務について

監督する地位にある者による勤務成績の証

明に基づき、当該職員が次の各号のいずれに

該当するかに応じ、当該各号に定める割合の

範囲内において、教育委員会が定めるものと

する。ただし、教育委員会は、その所属の給

与条例第３６条第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２

号に定める成績率によることが著しく困難
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には、別段の取扱いをすることができる。 であると認める場合には、別段の取扱いをす

ることができる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

第２１条 再任用職員の成績率は、当該職員の

職務について監督する地位にある者による

勤務成績の証明に基づき、当該職員が次の各

号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に

定める割合の範囲内において、教育委員会が

定めるものとする。 

第２１条 定年前再任用短時間勤務職員の成

績率は、当該職員の職務について監督する地

位にある者による勤務成績の証明に基づき、

当該職員が次の各号のいずれに該当するか

に応じ、当該各号に定める割合の範囲内にお

いて、教育委員会が定めるものとする。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 （勤勉手当に係る勤務期間）  （勤勉手当に係る勤務期間） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる

期間を除算する。 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる

期間を除算する。 

 (1)～(12) （略）  (1)～(12) （略） 

   (13) 地方公務員法第２６条の３第１項の

規定による高齢者部分休業の承認を受け

て勤務しなかった期間 

 (13) （略） (14) （略） 

   附 則    附 則 

 （旧県費負担職員に係る経過措置）  （旧県費負担職員に係る経過措置） 

２ 給与条例附則第７項に規定する場合にお

ける第２条第１号の規定の適用については、

同号中「休職にされている職員」とあるのは、

「休職にされている職員、職員の分限に関す

る条例（昭和２８年静岡県条例第３３号）第

２条各号のいずれかに該当して休職にされ、

かつ、給与条例附則第２項に規定する整備法

附則第３条第２項の規定によりなお従前の

例によることとされている職員及び浜松市

２ 給与条例附則第５項に規定する場合にお

ける第２条第１号の規定の適用については、

同号中「休職にされている職員」とあるのは、

「休職にされている職員、職員の分限に関す

る条例（昭和２８年静岡県条例第３３号）第

２条各号のいずれかに該当して休職にされ、

かつ、給与条例附則第２項に規定する整備法

附則第３条第２項の規定によりなお従前の

例によることとされている職員及び浜松市
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職員の分限に関する条例（昭和２６年浜松市

条例第７１号）附則第８項においてその例に

よることとされる職員の分限に関する条例

第２条各号のいずれかに該当して休職にさ

れている職員」とする。 

職員の分限に関する条例（昭和２６年浜松市

条例第７１号）附則第８項においてその例に

よることとされる職員の分限に関する条例

第２条各号のいずれかに該当して休職にさ

れている職員」とする。 

３ 旧県費負担職員（給与条例附則第２項に規

定する旧県費負担職員をいう。以下同じ。）

に対する平成２９年６月分の期末手当及び

勤勉手当の支給に係る第８条第１項及び第

２３条第１項の期間には、教育委員会の定め

るところにより、それぞれ平成２８年１２月

２日から整備法施行日（給与条例附則第２項

に規定する整備法施行日をいう。以下同じ。）

の前日までの間における職員の期末手当及

び勤勉手当に関する規則（昭和３９年静岡県

人事委員会規則第７―１０４号。以下「県規

則」という。）第６条第１項及び第１２条第

１項の期間を含むものとする。 

４ 旧県費負担職員に係る整備法施行日の前

日までの間における県規則第７条の２第１

項の在職期間は、第１０条第１項の在職期間

とみなす。 

 （勤勉手当の成績率に係る特例）  （勤勉手当の成績率に係る特例） 

５ （略） ３ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行

規則の一部改正） 

第４条 浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例

施行規則（昭和４６年浜松市教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（１年単位の週休日及び勤務時間の割振り

の特例） 

（１年単位の週休日及び勤務時間の割振り

の特例） 

第５条 （略） 第５条 （略） 
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２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 条例第６条の２第３項第７号の勤務日（以

下「勤務日」という。）は、月曜日から金曜

日までの５日間（勤務条件条例第２条第２項

に規定する育児短時間勤務職員等（以下「育

児短時間勤務職員等」という。）にあっては

月曜日から金曜日までの５日間のうち当該

育児短時間勤務等の内容に従い教育委員会

が定めた週休日を除く日、同条第３項に規定

する再任用短時間勤務職員（以下「再任用短

時間勤務職員」という。）及び同条第４項に

規定する任期付短時間勤務職員（以下「任期

付短時間勤務職員」という。）にあっては月

曜日から金曜日までの５日間のうち教育委

員会が定めた週休日を除く日）とする。 

７ 条例第６条の２第３項第７号の勤務日（以

下「勤務日」という。）は、月曜日から金曜

日までの５日間（勤務条件条例第２条第２項

に規定する育児短時間勤務職員等（以下「育

児短時間勤務職員等」という。）にあっては

月曜日から金曜日までの５日間のうち当該

育児短時間勤務等の内容に従い教育委員会

が定めた週休日を除く日、同条第３項に規定

する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」という。）及び

同条第４項に規定する任期付短時間勤務職

員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）

にあっては月曜日から金曜日までの５日間

のうち教育委員会が定めた週休日を除く日）

とする。 

８・９ （略） ８・９ （略） 

１０ 教育委員会は、勤務日ごとの勤務時間を

割り振るに当たっては、次の各号に掲げる日

について、当該各号に定める時間（育児短時

間勤務職員等にあっては当該育児短時間勤

務等の内容に従い当該各号に定める時間を

超えない範囲内の時間、再任用短時間勤務職

員及び任期付短時間勤務職員にあっては当

該各号に定める時間を超えない範囲内の時

間）を割り振るものとする。ただし、特別の

事情がある場合は、この限りでない。 

１０ 教育委員会は、勤務日ごとの勤務時間を

割り振るに当たっては、次の各号に掲げる日

について、当該各号に定める時間（育児短時

間勤務職員等にあっては当該育児短時間勤

務等の内容に従い当該各号に定める時間を

超えない範囲内の時間、定年前再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっ

ては当該各号に定める時間を超えない範囲

内の時間）を割り振るものとする。ただし、

特別の事情がある場合は、この限りでない。

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

１１～１５ （略） １１～１５ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （浜松市教育職員の給与に関する規則の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の浜松市教育職員の給与に関する規則（以下「新給与規則」

という。）附則第６項から第９項までの規定は、地方公務員法の一部を改正する法律（令

和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則第３条第５項又は第６項

の規定により勤務している職員には適用しない。 

３ 暫定再任用職員（浜松市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令

和４年浜松市条例第３５号。以下「新条例」という。）附則第３条第１項若しくは第２

項又は新条例附則第４条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員をいう。以

下同じ。）は、新給与規則第２１条第２項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（次

項において「定年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、新給与規則第４６

条及び第６７条の規定を適用する。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員（短時間勤務の職を占める暫定再任用職員をいう。以下同

じ。）は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与規則第２１条第２項、第２

３条、第５８条第２項、第６０条、第６３条第３項及び第６４条第１項並びに別表第１

２の規定を適用する。 

５ 次に掲げる事由の発生(以下この項において「事由発生」という。）に伴い、住居を移

転し、新給与規則第５０条第１項に規定するやむを得ない事情により、同居していた配

偶者と別居することとなった職員で、当該事由発生の直前の住居から当該事由発生の直

後の勤務所に通勤することが同条第２項に規定する基準に照らして困難であると認めら

れるもののうち、単身で生活することを常況とするものとなった暫定再任用職員は、浜

松市教育職員の給与に関する条例（平成２９年浜松市条例第３４号）第１９条第３項の

同条第１項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認めら

れるものとして教育委員会規則で定める職員とする。 

(1) 新条例附則第３条第１項又は新条例附則第４条第１項の規定による採用（新条例第

１条の規定による改正前の浜松市職員の定年等に関する条例（昭和５８年浜松市条例

第１０号）第２条の規定により退職した日（同条例第４条第１項若しくは第２項、令

和３年改正法附則第３条第５項又は新条例附則第２条第１項の規定により勤務した後

退職した日及び令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第  

２６１号）第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１項又は新条例附則第３条第

１項若しくは新条例附則第４条第１項の規定による採用に係る任期が満了した日を含

む。）の翌日におけるものに限る。）をされたこと。 

(2) 新条例附則第３条第２項又は新条例附則第４条第２項の規定による採用（浜松市職

員の定年等に関する条例第２条の規定により退職した日（同条例第４条第１項又は第
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２項の規定により勤務した後退職した日及び同条例第１２条又は新条例附則第３条第

２項若しくは新条例附則第４条第２項の規定による採用に係る任期が満了した日を含

む。）の翌日におけるものに限る。）をされたこと。 

６ 新条例附則第３条第２項又は新条例附則第４条第２項の規定により採用され勤務した

後退職した日の翌日に浜松市職員の定年等に関する条例第１２条の規定により採用され

た職員に対する新給与規則第５２条の規定の適用については、同条第１号ア中「退職し

た日」とあるのは、「退職した日（浜松市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する

等の条例（令和４年浜松市条例第３５号）附則第３条第２項又は同条例附則第４条第２

項の規定により採用され勤務した後退職した日を含む。）」とする。 

７ この規則の施行の日前に、第２条の規定による改正前の浜松市教育職員の給与に関す

る規則第５２条第１号アに該当する採用をされた職員については、同条の規定は、なお

その効力を有する。 

（浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正に伴う経過措置） 

８ 暫定再任用職員は、第３条の規定による改正後の浜松市教育職員の期末手当及び勤勉

手当に関する規則（以下「新期末勤勉手当規則」という。）第４条第２号に規定する定

年前再任用短時間勤務職員（次項において「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

とみなして、新期末勤勉手当規則第２０条第１項及び第２１条第１項の規定を適用する。 

９ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新期末勤勉

手当規則第４条及び第９条第１項の規定を適用する。 

（浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行

規則の一部改正に伴う経過措置） 

１０ 暫定再任用短時間勤務職員は、第４条の規定による改正後の浜松市立小学校、中学 

校及び高等学校の教育職員の給与等に関する特別措置条例施行規則第５条第７項に規定 

する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同項及び同条第１０項の規定を適用する。 
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（第 35 号議案の説明資料） 

教職員課  

浜松市立小学校、中学校及び高等学校の教職員の人事評価に関する規則等の一部改

正について

（提案理由）

令和５年４月から定年年齢が段階的に引き上げられることに伴う条例の一部改正等を

受け、必要な関連規則の改正を行うほか、所要の規定の整備を行うものです。

（主な改正内容）

１ 定年前再任用短時間勤務制度導入に伴う改正（全条）

  定年前再任用短時間勤務制度の導入に伴い、根拠法の条項を改め、名称の変更を行 

 うものです。 

 ２ 定年引き上げに伴う給与に関する経過措置（第２条）

  ア 定年引き上げの対象期間について、給料月額が６０歳到達時の７割となることに

   伴う手当額の算定方法を明確化し、対象となる職員を規定するものです。

  イ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）に関する調整額の対象となる職員を規

定するものです。

  ウ その他、他の職員との均衡を図る必要がある場合は教育委員会が別段の取扱いを

   定めることが出来るよう規定するものです。

３ 勤勉手当に関する改正（第３条）

  定年引き上げを踏まえ導入された高齢者部分休業の取得期間ついて勤勉手当の勤務

 期間から除算することを規定するものです。

４ 所要の整備（第２条及び第３条）

  旧県費負担職員に対する経過措置を削除するものです。

５ 規則改正に伴う経過措置に関すること（改正附則）

  ア 給料月額を６０歳到達時の７割とする措置の例外を定めるものです。

  イ 暫定再任用制度に関すること。

    暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を含む。以下同じ）は、改正後の規

則における定年前再任用短時間勤務職員とみなして各規則を適用することを規定す

るものです。

  ウ 単身赴任手当に関すること。

暫定再任用職員に対する支給についてその支給要件を定めるほか、改正前の再任

用職員に対する経過措置を規定するものです。

（施行期日）

 この規則は、令和５年４月１日から施行するものです。 
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第 ３ ６ 号 議 案 

令和４年９月２２日提出 

浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正について 

浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように

定める。 

教育長  宮  﨑  正 

   浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則

（案） 

浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２９年浜松市教育委員会規

則第１６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（期末手当に係る在職期間） （期末手当に係る在職期間） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げ

る期間を除算する。 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げ

る期間を除算する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 育児休業法第２条の規定により育児休

業をしている職員（当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるとき

は、それぞれの期間を合算した期間）が

１箇月以下である職員を除く。）として

在職した期間については、その２分の１

の期間 

(2) 育児休業法第２条の規定により育児休

業（次に掲げる育児休業を除く。）をし

ている職員として在職した期間について

は、その２分の１の期間 

 ア 当該育児休業の承認に係る期間の全

部が子の出生の日から育児休業条例第

３条の２に規定する期間内にある育児

休業であって、当該育児休業の承認に

係る期間（当該期間が２以上あるとき
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は、それぞれの期間を合算した期間）

が１箇月以下である育児休業 

 イ 当該育児休業の承認に係る期間の全

部が子の出生の日から育児休業条例第

３条の２に規定する期間内にある育児

休業以外の育児休業であって、当該育

児休業の承認に係る期間（当該期間が

２以上あるときは、それぞれの期間を

合算した期間）が１箇月以下である育

児休業 

(3)～(7) （略） (3)～(7) （略） 

３ （略） ３ （略） 

（勤勉手当に係る勤務期間） （勤勉手当に係る勤務期間） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる

期間を除算する。 

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる

期間を除算する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 育児休業法第２条の規定により育児休

業をしている職員（当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるとき

は、それぞれの期間を合算した期間）が

１箇月以下である職員を除く。）として

在職した期間 

(2) 育児休業法第２条の規定により育児休

業（第８条第２項第２号ア及びイに掲げ

る育児休業を除く。）をしている職員と

して在職した期間 

(3)～(13) （略） (3)～(13) （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 
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（第 36 号議案の説明資料） 

教職員課  

浜松市教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正について

（提案理由）

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）及び浜松市職員の

育児休業等に関する条例（平成４年浜松市条例第５６号）の一部改正による育児休業の

取得にかかる要件緩和を受け、必要な規則の改正を行うものです。

（主な改正内容）

産後期間とその他の期間においてそれぞれ２回の育児休業の分割取得が可能となった

ことから、男性の育児休業取得促進の趣旨を踏まえ、取得期間がそれぞれの期間におい

て、１月以内である場合は、期末手当及び勤勉手当の除算を行わないこととするもので

す。 

（施行期日）

  この規則は、令和４年１０月１日から施行するものです。 
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第 ３ ７ 号 議 案   

令和４年９月２２日提出   

浜松市立高等学校学則の一部改正について 

浜松市立高等学校学則の一部を改正する規則を次のように定める。 

教育長  宮  﨑   正  

   浜松市立高等学校学則の一部を改正する規則（案） 

浜松市立高等学校学則（昭和３１年浜松市教育委員会告示第３号）の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

（願書の提出） （願書の提出） 

第１１条 入学志願者は、次に掲げる事項を

記載し、かつ、当該者及び保護者（親権者

又は後見人をいう。入学志願者が成年に達

している場合又は特別の理由がある場合

は、保護者を保証人（成年に達し、独立の

生計を営む者に限る。）に読み替えるもの

とする。以下同じ。）が連署又は押印をし

た入学願書を所定の期間内に校長に提出し

なければならない。 

第１１条 入学志願者は、次に掲げる事項を

記載し、かつ、当該者及び保護者（親権者

又は未成年後見人をいう。入学志願者が成

年に達している場合又は特別の理由がある

場合は、保護者を保証人（成年に達し、独

立の生計を営む者に限る。）に読み替える

ものとする。以下同じ。）が連署又は押印

をした入学願書を所定の期間内に校長に提

出しなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

（転学等） （転学等） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ 校長が前項の転学願を適当と認めたとき

は、転学しようとする者は、次に掲げる事

項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署及び押印をした転入学願を校長に提出し

なければならない。 

２ 校長が前項の転学願を適当と認めたとき

は、転学しようとする者は、次に掲げる事

項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署又は押印をした転入学願を校長に提出し

なければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
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３～５ （略） ３～５ （略） 

（学校間連携） （学校間連携） 

第２３条の２ （略） 第２３条の２ （略） 

２ 前項の規定により、一部の科目を併修し

ようとする者は、次に掲げる事項を記載し、

かつ、当該者及び保護者が連署及び押印を

した併修許可願を、校長を経由して併修先

の校長に提出し、その許可を得るものとす

る。 

２ 前項の規定により、一部の科目を併修し

ようとする者は、次に掲げる事項を記載し、

かつ、当該者及び保護者が連署又は押印を

した併修許可願を、校長を経由して併修先

の校長に提出し、その許可を得るものとす

る。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

（授業料滞納による出席停止又は除籍） （授業料滞納による出席停止又は除籍） 

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

第７章 雑則 第７章 雑則 

 （連署又は押印に関する規定の適用除外） 

 第３０条 この規則に定める手続（第１１条の

規定による入学願書の提出及び第１８条第

１項の規定による編入学願の提出を除く。）

のうち、保証人の連署又は押印が必要とされ

るものについては、特別の事情がある場合を

除き、保証人の連署又は押印は要しないもの

とする。 

（様式） （様式） 

第３０条 （略） 第３１条 （略） 

（細目） （細目） 

第３１条 （略） 第３２条 （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に改正前の浜松市立高等学校学則の規定によりされた手続その

他の行為は、それぞれ改正後の浜松市立高等学校学則の相当規定によりされたものとみ

なす。 
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（第３７号議案の説明資料） 

市立高等学校  

浜松市立高等学校学則の一部改正について 

（提案理由） 

  成年年齢引き下げに伴い、浜松市立高等学校学則に定める諸手続きで連署する「保護

者」の成年への対応について改正するものです。 

  また、浜松市教育委員会が作成した「学校が保護者等に求める押印の見直し及び学校・

保護者等間における連絡手段のデジタル化の推進に関するガイドライン」に基づき、  

保護者等に求める押印の見直しをするものです。 

（改正内容） 

・第１１条中「後見人」を「未成年後見人」とし、学校教育法上の保護者の定義と合わ

せる。 

・第１９条「転学等」及び第 23 条の２「学校間連携」の規定に基づき必要となる事務手

続きについて、自署の場合は押印を不要とする。 

・第３０条に「連署又は押印に関する規定の適用除外」を追記し、成年年齢に達した

者の諸手続きにおいて、保証人の連署又は押印が必要とされるものについては、特

別の事情がある場合を除き、連署又は押印は要しないものとする。 

（施行期日等） 

  この規則は、令和４年１０月１日から施行するものです。 

  なお、この規則の施行の日前に改正前の浜松市立高等学校学則の規定によりされた手

続きその他の行為は、それぞれ改正後の浜松市立高等学校学則の相当規定によりされた

ものとみなします。 
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第 ３ ８ 号 議 案   

令和４年９月２２日提出   

浜松市埋蔵文化財保護事務に関する規則の一部改正について 

浜松市埋蔵文化財保護事務に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

     教育長  宮  﨑   正  

浜松市埋蔵文化財保護事務に関する規則の一部を改正する規則（案） 

 浜松市埋蔵文化財保護事務に関する規則（平成１９年浜松市教育委員会規則第１２号）

の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

記録保存のための工

事立会いを行う場合 

摘要 

（略） 

５ 工事対象区域が

狭小な場合 

発掘調査で安全が確

保できない場合 

記録保存のための工

事立会いを行う場合 

摘要 

（略） 

５ 工事対象区域が

狭小な場合 

次のいずれかに該

当する場合 

(1) 発掘調査で安全

が確保できない場

合 

(2) 工事の掘削範囲

が著しく小規模で、

発掘調査が不可能

な場合（埋蔵文化財

の状況確認ができ

る場合に限る。） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２の規定は、この規則の施行の日以後にされる届出（文化財保護法（昭

和２５年法律第２１４号）第９３条第１項において準用する同法第９２条第１項の規定

による届出をいう。以下同じ。）に係る工事の立会いについて適用し、同日前にされた届

出に係る工事の立会いについては、なお従前の例による。 
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（第３８号議案の説明資料） 

文化財課  

浜松市埋蔵文化財保護事務に関する規則の一部改正について 

（提案理由） 

  静岡県埋蔵文化財保護事務取扱要項の一部改訂（令和４年４月１日施行）に伴い、規

則の一部を改正するものです。 

（改正内容） 

  規則の別表第２（第２条関係）を改正するものです。 

（施行期日等） 

  この規則は、令和４年１０月１日から施行するものです。 

  なお、改正後の別表第２の規定は、この規則の施行の日以後にされる届出（文化財保

護法（昭和２５年法律第２１４号）第９３条第１項において準用する同法第９２条第１

項の規定による届出をいう。以下同じ。）に係る工事の立会いについて適用し、同日前に

された届出に係る工事の立会いについては、なお従前の例によります。 
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令和５年度放課後児童会運営委託事業者の特定について 
教育総務課 

令和６年度の運営委託化の完全実施に向け、令和５年度の受託者事業者を以下のとおり

選定いたしました。 

１ 選定結果概要 

契約名 
令和 5 年度 浜松市こうま放課後

児童会ほか 20 施設運営業務 

令和 5 年度 浜松市気賀放課後

児童会ほか 9施設運営業務 

選定方法 
公募型プロポーザル方式（企画提案書の提出を求めて、最も優れた

提案をしたものと契約する方式） 

応募状況 2 者 2 者 

特定方法 

審査会において企画提案書の補足説明、質疑応答を踏まえ、評価基準

に基づいて評価し、最低基準点（合格点）を超え、かつ最も優れてい

る事業者を特定 

選定事業者 
株式会社明日葉 

（本社：東京都港区） 

株式会社アンフィニ 

（本社：茨城県つくばみらい市） 

【参考】R4 運営 

事業者 
各放課後児童会育成会 

社会福祉法人 

浜松市社会福祉協議会 

≪令和５年度運営委託化対象小学校一覧≫ 

こうま放課後児童会ほか 20 施設運営業務      気賀放課後児童会ほか 9施設運営業務 

№ 小学校名 児童会数 定員  № 小学校名 児童会数 定員 

1 曳馬小学校 3 116  1 気賀小学校 2 100 

2 瑞穂小学校 3 160  2 中川小学校 1 90 

3 花川小学校 1 30  3 西気賀小学校 1 38 

4 蒲小学校 3 150  4 伊目小学校 1 40 

5 芳川小学校 2 162  5 井伊谷小学校※1 2 115 

6 新津小学校 2 79  6 金指小学校 1 40 

7 芳川北小学校 2 94  7 三ヶ日東小学校 1 40 

8 河輪小学校 2 80  8 三ヶ日西小学校※2 1 70 

9 初生小学校 3 100  合  計 10 533 

合  計 21 971  ※1 奥山小・引佐北部小の児童入会可 

※2平山小・尾奈小の児童入会可 

報告ア 
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R4.4 R5.4 R6.4 

２ 放課後児童会の運営委託化 

にしのこほか 30放課後児童会 

（受託者：シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社） 

浜松市放課後児童

健全育成事業実施

要綱に基づくすべ

ての放課後児童会 

（165 児童会） 

ありたまほか 35放課後児童会 

（受託者：シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社） 

にしのこ第 2ほか 1放課後児童会 

（受託者：シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社） 

こうまほか 20 放課後児童会 

（受託者：株式会社明日葉） 

気賀ほか 9放課後児童会 

(受託者：株式会社アンフィニ) 

※待機児童解消に向け、新規開設などにより児童会数は 

 増加する可能性有 

うち R6 委託化移行 

65 児童会 

69 

児 

童 

会 

31 

児 

童 

会 
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令和４年度全国学力・学習状況調査「浜松市の結果（概要）」について 

指導課 

１ 参加人数・参加校数 

学 校 対象学年 人 数 学校数 

小学校 ６年 6,676 人 97 校 

中学校 ３年 5,012 人 49 校 

＊人数は、当日実施者のみ。調査項目によって違うため最大人数で表示。 

２ 調査結果及び考察 
（１）教科に関する小学校及び中学校結果数値（平均正答率） 

＊4/19 実施値。 

＊平均正答率は、文部科学省結果公表数値（都道府県・指定都市は小数点以下第 1位を四捨

五入した数値）による。 

（２）質問紙調査概要 

①「浜松の目指す子供の姿」に関係する調査結果【児童生徒質問紙】 

「自分には、よいところがあると思う」「将来の夢や目標を持っている」という設問に

対して、肯定的に回答した子供の割合が全国に比べて高かった。その背景には、日常的に

子供のよさを認め励ましている教師の姿があると思われる。今後も引き続き、子供たち一

人一人の長所や可能性に目を向け、夢と希望を持って自分らしく歩んでいくことができる

子供を育てていくことが大切である。 

中学校においては、上記の設問に対して、肯定的に回答する子供の割合が全国に比べて

低かった。今後、主体的に学習に取り組む態度を養うためには、学ぶ意義や活動の目的を

子供が実感したり、見通しを持って学習に取り組んだりすることができるよう、発達段階

に合わせて指導していくことが大切である。 

②「主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善」に関係する調査結果 

中学校 国語 数学 理科 

全国 69.0% 51.4% 49.3% 

静岡県 70  % 54  % 52  % 

浜松市 71  % 55  % 53  % 

小学校 国語 算数 理科 

全国 65.6% 63.2% 63.3% 

静岡県 66  % 63  % 62  % 

浜松市 67  % 64  % 62  % 

設  問 小学校（全国比） 中学校（全国比） 

自分には、よいところがあると思う 84.3% (+5.0) 82.9% (+4.4) 

将来の夢や目標を持っている 84.0% (+4.2) 69.8% (+2.5) 

先生は、あなたのよいところを認めてくれてい

ると思う 
92.0% (+4.9) 90.4% (+3.8) 

設  問 小学校（全国比） 中学校（全国比） 

家で自分で計画を立てて勉強している 73.8% (+2.7) 53.1% (-5.4) 

難しいことでも、失敗を恐れないで挑戦してい

る 
72.9% (+0.4) 66.8% (-0.3) 

自分でやると決めたことは、やり遂げるように

している 
87.8% (+0.6) 85.5% (-1.1) 
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【児童生徒質問紙 クロス集計】 

上記の設問に対して、肯定的に回答している子供の方が、国語の平均正答率が高かった。

算数・数学、理科も国語と同じ傾向であった。資質・能力の獲得につなげるため、今後も

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善を進めていくことが大切である。 

③「ＩＣＴを活用した学習状況」に関係する調査結果【児童生徒質問紙】 

設  問 小学校 中学校 

５年生まで（１、２年生のとき）に受けた授業で、

コンピュータなどのＩＣＴ機器を週１回以上使用

していた 

R4 84.5% 68.9% 

R3 27.5%  24.8% 

昨年度に比べ、「５年生まで（１、２年生のとき）に受けた授業で、コンピュータなど

のＩＣＴ機器を週１回以上使用していた」と回答した子供の割合が大幅に上昇した。今後

も、授業中の様々な場面で、ＩＣＴ機器を活用する機会を増やし、情報技術を手段として

学習や日常生活に活用できるようにしていくことが重要である。 

※各教科の概要については、別添のとおり 

設  問 
小学校国語 平均正答率 中学校国語 平均正答率 

当てはまる 当てはまら

ない 

当てはまる 当てはまら

ない 

授業では、自分の思いや考えをもとに、作

品や作文など新しいものを創り出す活動

を行っていた 

70.3% 58.9% 75.0% 57.0% 

学級の友達との間で話し合う活動を通じ

て、自分の考えを深めたり、広げたりする

ことができている 

70.6% 53.2% 74.9% 56.9% 

学習した内容について、分かった点や、よ

く分からなかった点を見直し、次の学習に

つなげることができている 

73.3% 53.2% 76.5% 55.2% 
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 38.4  37.7  17.2  14.5

 51.0  46.5
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別添
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令和４年度全国・東海中学校総合体育大会結果について
指導課 

１ 全国大会 

浜松市内の中学校の 26 校から 11 競技にわたり出場、出場者 140 人 

〇８位入賞の個人・団体 

NO 学校名 氏 名 競 技 種 目 成績 

１ 開誠館中  サッカー 男子団体 優勝 

２ 修学舎中  バレーボール 男子団体 優勝 

３ 修学舎中  卓球 男子団体 ３位 

４ 与進中  バスケットボール 男子団体 ３位 

５ 積志中 小池 雛 陸上 女子 100ｍ ２位 

６ 細江中 大谷 芽以 陸上 女子 1500ｍ ３位 

７ 浜松南部中 佐藤 瑞城 陸上 男子 3000ｍ ８位 

※令和３年度は、 19 校から ７競技に出場、出場者は 110 人 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大のため中止 

※令和元年度は、 27 校から 10 競技に出場、出場者は 133 人 

※平成 30年度は、25校から 10 競技に出場、出場者は 121 人 

※平成 29年度は、33校から 12 競技に出場、出場者は 150 人 

２ 東海大会 

浜松市内の中学校 40校から 14 競技にわたり出場、出場者 444 人 

 〇優勝の個人・団体（８位入賞の個人・団体は計 256 人） 

NO 学校名 氏 名 競 技 種 目 成績 

１ 丸塚中  水泳 男子 4×100m ﾌﾘｰﾘﾚｰ 優勝 

２ 修学舎中  バレーボール 男子団体 優勝 

３ 修学舎中  卓球 女子団体 優勝 

４ 浜松南部中 佐藤 瑞城 陸上競技 男子 3000ｍ 優勝 

５ 積志中 小池 雛 陸上競技 女子 100ｍ 優勝 

６ 積志中 太田 勇立 水泳 男子 200ｍﾊﾞﾀﾌﾗｲ 優勝 

７ 丸塚中 柴田 和輝 水泳 男子 100ｍ自由形 優勝 

８ 可美中 中村 海斗 陸上競技 男子１年 100ｍ 優勝 

９ 雄踏中 加藤 慶太 陸上競技 棒高跳び 優勝 

10 細江中 大谷 芽以 陸上競技 女子 1500ｍ 優勝 

11 細江中 柘植 源太 陸上競技 男子１年 1500ｍ 優勝 

12 修学舎中 高須賀 好詩乃 卓球 女子個人 優勝 

※令和３年度は、 44 校から 13 競技に出場、出場者は 448 人 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大のため中止 

※令和元年度は、 43 校から 12 競技に出場、出場者は 411 人 

※平成 30年度は、46校から 13 競技に出場、出場者は 437 人 

※平成 29年度は、44校から 12 競技に出場、出場者は 405 人 
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市立高等学校

4月～9月　全国大会出場実績及び出場生徒数（出場予定含む）

月 大会等 会場 部 部数 人数 結果

第106回日本陸上競技選手権大会 大阪 陸上競技 1 1
澤田結弥(2)　女子1500ｍ　10位

第38回U20日本陸上選手権大会 大阪 陸上競技 1
磯貝唯菜(2)　女子400ｍ　6位

第69回ＮＨＫ杯全国高校放送
コンテスト

東京 放送 1 19

【朗読部門】　　　　　　　　　【アナウンス部門】入選
安来 雁如(3)・石津 里菜(3)出場 　　　橋本小桃里(3)
【ラジオドキュメント部門】出場
【創作テレビドラマ部門】出場
【テレビドキュメント部門】入選

令和4年度全国高等学校ギター・
マンドリン音楽コンクール

大阪 マンドリン 1 66
文部科学大臣賞

第19回　U20カリ世界陸上選手権
大会

コロン
ビア

陸上競技 1
澤田結弥(2)　　女子1500ｍ　6位入賞

徳島 陸上競技 10

宮本皓寿(2)　男子 110ｍＨ　準決勝進出
磯貝唯菜(2)　 女子400ｍ　　準決勝進出
西村ほの夏(1)　 女子100ｍH　　準決勝進出
女子４×100ｍR　準決勝進出
女子４×400ｍR　　準決勝進出
澤田結弥（2）女子　1500ｍ　3000ｍ　カリ世界陸上参加の
ため欠場

高知 女子テニス 1 2
二宮茉子(2)・藤本舞衣(2)　ダブルス出場

高知 水泳 1 7

増田莉蔵(2)　男子100ｍ自由形5位　男子200ｍ自由形11位
岡田裕司(3)　男子200ｍバタフライ12位　男子100ｍバタフ
ライ出場
増田修士(3)　男子200ｍ背泳11位　男子100ｍ背泳出場
稲垣毅流(3)　男子1500ｍ自由形出場
男子4×100ｍフリーリレー出場
男子4×200ｍフリーリレー出場
男子4×メドレーリレー出場

令和4年全国高等学校総合体育大会 香川 なぎなた 1 9

団体試合の部　出場
個人試合の部　田中　円琴(3)　出場
演技の部　石塚千尋(3)・鈴木風優香(3)、岡本奈々(3)・
川上瑞季(3)　出場

東京 書道 1 1
伊藤友希(3)「 臨孫秋生造像記」出品

東京 放送 8

【アナウンス部門】橋本小桃里(3)　出場
【朗読部門】安来雁如(3)　出場
【ビデオメッセージ部門】『Go☆To地グルメ』優秀賞

全日本ジュニアテニス選手権22 大阪 女子テニス 1
木下花穂(1)出場

第45回全国JOCジュニア
オリンピック夏季大会

東京 水泳 3

増田莉蔵(2)　男子100ｍ自由形2位　200m自由形3位
岡田裕司(3)　男子200ｍバタフライ予選10位　100mバタフ
ライ予選12位
増田修士(3)　男子200ｍ背泳予選9位

水泳 3

出場予定
増田莉蔵(2)　男子100ｍ自由形
岡田裕司(3)　男子200ｍバタフライ
増田修士(3)　男子200ｍ背泳
男子4×200ｍフリーリレー
男子4×メドレーリレー

陸上競技 3

出場予定
澤田結弥(2)　少年女子Ａ3000ｍ
磯貝唯菜(2)　少年女子Ａ300ｍ
西村ほの夏(1)　少年女子Ｂ100ｍH

バレーボール 1 1
出場予定
鈴木孝(3)

合計 8 136

9 第77回国民体育大会 栃木

令和４年度浜松市立高等学校の部活動の状況について

第46回全国高等学校総合文化祭
東京大会2022

6

7

令和4年全国高等学校総合体育大会

8
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美術館の事業について 

市民部美術館 

１ 浜松市美術館 

（１）展覧会名 

企画展 名刀 泰平を切り開く －戦国から江戸へ－ 

（２）会期及び開館時間 

   令和４年 10 月 15 日(土)から 12 月４日(日)まで（44 日間）※月曜休館 

   午前９時 30 分から午後５時まで（最終入館 午後４時 30分） 

（３）展覧会内容 

   「三方ヶ原合戦」450 年を記念し、戦乱を越えて泰平の世をなした武士の魂である刀剣

と、江戸の絵画や工芸品を紹介。刀工たちによって鍛え上げられ、武士の魂を宿し芸術

の域にまで達し神にささげられ、大切に受け継がれてきた名刀の数々が、時を超えて私

たちの前に姿を現す。 

（４）その他 

会期中、熱田神宮刀剣保存会監事によるギャラリートーク（２回）を予定。 

２ 秋野不矩美術館 

（１）展覧会名 

特別展 日本画で綴る源氏物語五十四帖展 

（２）会期及び開館時間 

 令和４年 10 月８日(土)から 11月 27 日(日)まで（44 日間）※月曜休館 

（10/10開館、10/11休館） 

   午前９時 30 分から午後５時まで（最終入館 午後４時 30分） 

（３）展覧会内容 

   日本画家 54 人による「源氏物語」全五十四帖の連作を一堂に展示。秋野不矩の第五一

帖《浮舟》をはじめ作家らそれぞれが描き出す悠遠の世界を紹介する。 

（４）その他 

  11 月 13 日（日） 講演会（文芸館とコラボ）を予定 
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